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COVID-19への対応における税務裁判所サービスの制限：アップデー

ト 
 

2020年3月16日、インドネシア政府によるCOVID-19封じ込め対策の一貫として、税務

裁判所は通達 No.SE-01/PP/2020（SE-01）を公布し、2020年3月17日から31日まで

下記の税務裁判所のサービスを停止することを決定しました: 

1. 税務裁判所の審理 

2. 控訴（Appeal）、訴訟（Lawsuit）、及び/又は司法審査の要求（Judicial Review 

Request）の申請提出に関係する受付・受理業務 

3. ヘルプデスクサービス、及び 

 4.税務裁判所判決及び司法審査判決に関係する通知 

 

SE-01の詳細は、 TaxFlash No.05/2020 をご参照ください。 

 

2020年3月18日、税務裁判所は追加で通達 No.SE-02/PP/2020を公布し、上記のサ

ービス内容の停止の期間を2020年3月17日から2020年4月3日まで延期することを

決定しました。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

____________________ 

COVID-19への対応にお

ける税務裁判所サービス

の制限：アップデート P1 

 

労働力集約型産業を対象

とした特別控除優遇措置 
P2 

________________ 

https://www.pwc.com/id/en/taxflash/assets/japanese/2020/taxflash-2020-05-jpn.pdf
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労働力集約型産業を対象とした特別控除優遇措置 

 
2020年3月9日、財務大臣は労働力集約型産業における特定の支出を対象とし

た税務優遇措置を規定する規則 No.16/PMK.010/2020（PMK-16）を公布しまし

た。当該措置は政府規則2019年第45号で規定された「特別控除」に該当する措

置です。 

 

特別控除優遇措置 

 

当該措置では、対象企業が主要事業に使用する目的で有形固定資産（土地を含

む）を投資した額に応じて控除額を60%増額することを認めています。この60%

増額は商業生産の開始から6年の期間で毎年10%均等に利用することができま

す。 

 
 
 

適用資格 

 

当該の特別控除優遇措置は、下記の全ての条件を満たす、労働力集約型産業

における納税者を対象としています: 

1. インドネシア法人納税者であること 

2. 2017年事業分野標準分類（Klasifikasi Baku Lapangan Usaha/KBLI）に基

づき、PMK-16にて記載される45の適格事業のいずれかに該当する主要事業

を有すること、及び 

3. 各会計年度において適格投資の一貫として少なくとも平均して300人の労働

者を雇用していること 

 

有形固定資産（土地を含む）は下記の全ての条件を満たさなければなりません: 

1. 新規に取得したものであること（他国からの移転に伴い搬入されたものは除く） 

2. 当該の優遇措置適用の根拠として、新規事業許可証（ビジネスライセンス）に

記載されていること、及び 

3. 当該資産が納税者により所有されており、かつ納税者の主要事業活動にお

いて利用されていること 

有形固定資産（土地以外）については、ビジネスライセンスの取得後に取得され

ることも条件とされています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

http://www.jdih.kemenkeu.go.id/fullText/2020/16~PMK.010~2020Per.pdf
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申請プロセス 

 

その他の税務優遇措置と同様に、PMK-16では以下のとおりオンライン・シング

ル・サブミッション（OSS）システムの利用を奨励しています: 
 

 
 

OSSシステムの利用ができない場合、納税者は投資調整庁（BKPM/Badan 

Koordinasi Penanaman Modal）を通じて国税総局に申請書を提出することが

できます。 
 

特別控除優遇措置の適用を開始するには、納税者は商業生産の段階に突入し

てから、OSSを通じて別の申請書を提出しなければなりません（これは実質的に

事業運営開始の通知となります）。これを受けて、国税総局は納税者に対し税務

調査指示通知書を通達してから45営業日以内に実地調査を行います。 
 

決定が承認されれば、納税者は下記の全ての状況を記載した年次報告書を提出

しなければなりません: 

1. 投資計画、及び 

2. インドネシア人労働者の雇用 

これらの報告書の提出を怠った場合は、税務調査の対象となります。 
 
 
 
 
 
 
 
 

納税者がOSSを通じて適格性を確認する

OSSが納税者に対し、適格性の有無を通知する

適格である場合、納税者は商業生産の開始前に以下の全ての資料の控え（コピ
ー）を提出しなければならない:

-資本投資計画における固定資産の一覧、及び

-株主からのタックス・クリアランス・レター

これらの資料は次のいずれかの方法で提出しなければならない:

-新規納税者の主要ビジネスライセンス(Nomor Induk Berusaha)の申請書ととも
に提出 、又は
-新規ビジネスライセンスの発行から1年以内に提出(Izin Usaha).

申請書類に漏れがない場合、OSSは以下の対応を行う:

-国税総局を通じてプロポーザルを財務省に提出する、及び

-当該の提出について、納税者に通知する

国税総局は財務省の代理として、OSSを通じて完備された申請書類を受理してか
ら5営業日以内に決定書を発行する
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特別控除に係る罰則 

 

特別控除優遇措置は以下の状況において影響を受けます: 
 

条件 結果 

税務優遇措置の期間における雇用計

画で達成したインドネシア人労働者の

実際の雇用者数が300人未満である。 

a. 本来控除の対象であった税金を罰

金とともに支払う必要がある。 

b. 雇用計画を達成できた場合は、翌

年度に特別控除を利用できるが、

当該優遇措置の期間は延長されな

い。 

主要事業活動計画の内容と実際の事

業内容が異なる。 

a. 罰金（本税についても納付が必要

かは定かではない。だが納付を要

求される確率は高い。） 

b. 特別控除が中止される。及び、 

c. 今後、当該の納税者には特別控除

は認められない。 

資産の実際の用途が、規定される本来

の用途とは異なる（これには、優遇措置

期間における対象資産の譲渡を含む）

（ただし資産取替の場合を除く）。 

 

資産取替は実際の取替の前に、書面による通知を国税総局に提出しなければな

りません。資産取替後の特別控除の計算ベースは、新規固定資産の取得原価と、

当初の固定資産の取得原価とのうちいずれか低い方の価額です。 

 

以下のいずれかの優遇措置を既に享受している納税者は、同時に特別控除優

遇措置を享受することはできません: 

1. 税額控除優遇措置 

2. タックス・ホリデー優遇措置、又は 

3. 経済特区の所得税優遇措置 

 

PMK-16の規定によると、2020年3月9日より前に取得したビジネスライセンスに

ついては、下記の全ての条件を満たした場合、特別控除が認められるとされてい

ます: 

1. 納税者が、税額控除、タックス・ホリデー、又は経済特区の所得税優遇措置の

いずれかについて、過去に一度もその適用申請について、認可も却下もされ

ていないこと、及び 

2. 申請書が商業生産の開始前かつ2021年3月8日以前に提出されていること 
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